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【尹錫悦新政権】 

５年ぶりに保革逆転した韓国の尹錫悦政権が始動した。今年３月９日の大統領選挙で尹陣

営は韓国政治史上で最小の僅差による薄氷の勝利を得た。得票率では０．７３％、票差はわ

ずか２４万票差だった。歴代政権は末期に支持率が急降下してレイムダックに陥る。しかし、

今回は文在寅政権が投票直前まで４０％以上の支持率を維持、大統領選でも１％を切ると

ころまで肉薄した。このため尹新政権はスタート時の支持率が５０％台で歴代に比べ３

０％低かった。さらにスタート３カ月で３０％まで下落、現在も低迷している。大統領制の

韓国は、議会民主主義のわが国と異なり、弾劾やクーデター以外に任期途中での降板はない

ものの、こうした現象は韓国社会で左派がいかに伸⾧しているのかとの社会の分断を物語

っている。 

 

尹政権の外交安保政策で際立っているのが、米韓関係修復への意欲である。これを象徴する

のが政権中枢人事だ。外相、国防相、情報機関（国家情報院）トップ、統一相、国家安全保

障会議室⾧などの要職に、いずれも米韓関係に通じる韓国トップクラスの人材が配置され

た。 

 

韓国は、文前政権で米韓の信頼関係が大きく揺らいだ。文前政権の対北朝鮮政策は米国の忍

耐を超えるほど融和的であった。文政権はまた、対日歴史観で中国の習近平政権に強い共感

を表明、中国に従属的な対応を行った。尹陣営は大統領選前から文政権の対外政策を厳しく

批判し、米韓関係の立て直しと中国に対する実利的な立場を表明していた。政権の新旧移行

期間に尹陣営は日本と米国に政策協議代表団を派遣したが、中国には送らなかった。尹政権

は発足に際し、民主主義と市場経済の価値観外交を打ち出し、発足からわすか１１日目にバ

イデン米大統領訪韓と米韓首脳会談を実現、双方は米韓同盟の格上げで合意した。尹政権は

クワッド（日米豪印の非軍事枠組み）へのオブザーバー参加を表明、米国提案のＩＰＥＦ（対

中警戒のサプライ網など）にも参加した。 

 

今夏、米韓合同軍事訓練は約５年ぶりに野外訓練を復活し再開した。尹政権は対日関係改善

も優先課題に挙げ、日韓関係は閣僚、事務レベルの協議が再開しているものの、問題になっ

てきた徴用工賠償判決の解決のための具体策は、まだ示されていない。 



              

【韓国政治の保守と進歩】 

韓国の政治理念は北朝鮮へのスタンスによって大きく変化してきた。保守は北朝鮮の軍事

独裁体制、核ミサイル武装、朝鮮戦争で韓国に奇襲攻撃で侵攻した過去などを軍事対峙と厳

しく評価し米韓同盟で対応するとの一貫した立場だ。進歩は米韓同盟を否定はしないもの

の実態は反米で、「同盟より民族」を優先で融和政策を取る。中国に関しては最大の貿易国

である韓国は微妙な立場だが、保守は米国に同調して米主導の対中包囲網に慎重に加わろ

うとしている。進歩は中国が北朝鮮に強い影響力を持つこともあり親中の立場をとってい

る。基本的には保守が反北反中親米、進歩が親北親中反米である。 

 

【対日観は韓国保守の弱点】 

韓国保守の最大の「弱点」は日本観ということができる。親米であれば本来なら「親日」だ

が、韓国において「親日」とは「売国奴」を意味する。したがって韓国保守も、歴史問題で

「反日」のスタンスを取る。歴史を振り返れば、日韓国交正常化で朴正熙時代をはじめ韓国

保守は日本の経済協力により高度成⾧を遂げてきた。韓国経済界は知日派であり、現在も日

本ともパイプは太い。だが政治分野では保守も「反日」の立場を崩せない。 

 

初代大統領、李承晩は竹島（独島）の実効支配、李承晩ラインでの日本漁船拿捕などで知ら

れるように日本では反日大統領と評価されてきた。しかし韓国で李承晩は左派から「親日大

統領」と言われている。なぜか。日本統治からの開放で独立した大韓民国で、初代大統領と

なった李承晩は「韓国」という国を立ち上げなければならなかった。その際、日本統治時代

のテクノクラートを使わなければならなかったため、「親日派」（日本協力者）と呼ばれた韓

国人テクノクラートの追放を行えなかった。これをもって左派は李承晩を「正統性がない」

と決めつけ、「親日派」と呼んでいる。また、韓国左派は日韓国交正常化を行った朴正熙大

統領も、国交正常化で日本に同調した「親日大統領」と批判してきた。韓国の歴史観は「親

日」を決して許してこなかった。 

 

韓国の歴史家たち、政治家、知識人らは、韓国併合による１９１０年から１９４５年の「負

の歴史」について、日本統治が韓国の近代化にとってどういう時代だったのか、日韓国交正

常化とは何だったのか、といった歴史の客観評価を一切、否定してきた。左派はこれを民族

主義と絡めて「モンスターのような反日」に育て上げてきた。保守陣営は左派に反論するこ

となく民族史観を受け入れてきた。このため韓国の歴史学会には「反日」以外の歴史観が認

められない時代が⾧く続いてきた。 

 

１９８０年代から、これに異論を唱えた少数派が「植民地近代化論」として知られた学者た

ちだった。日本留学が可能になり、学術界から実証主義がスタートした。「日本統治が持ち



込んだ統治によって統治下の韓国人は変わった。新しい韓国人が育ち韓国の近代化が早ま

った」という論理だった。この近代化論を継承した学者の代表が「反日種族主義」の李栄薫

ソウル大元教授らのグループである。彼らは実証的に日本統治の歴史的事実を認識し、その

ことによって韓国の「被虐史観で歪曲された反日」を質すべきだと主張している。 

 

韓国は１９４８年の建国後、１９５０年―５３年の朝鮮戦争で国土は荒廃し、歴史学や学術

分野の発展が遅れた。この時代（１９６０年～７０年代）に韓国にあった学術書や韓国に入

った日韓関係歴史書は日本の左派学者による研究書が大半であった。韓国は８０年代後半

に思想開放も伴う政治の民主化時代を迎えた。この民主化時代に政治思想で爆発的に広が

ったのが民族史観であった。建国から７０年代までが「開放による愛国の反日」だったのに

対し、８０年代から現在までは「同盟より民族の反日」ということができる。 

 

韓国は８０年代までの民主化以前は海外渡航が制限されており、学者が日米に留学するこ

とが難しかった。こうした学術界の事情もあり韓国保守の「日本観」は、反日一色のまま、

反日への異論が一切排除されるという特異な状況が続いた。「日本統治」とは「民族の悲劇

との愛国主義」以外の価値観が否定されてきた。 

 

【日韓関係の現状】 

日韓関係は戦後最悪といわれるが、その理由はどこにあるのだろうか。徴用工、慰安婦問題

など歴史認識をめぐる対立、韓国軍による自衛隊機に対するレーダー照射事件（２０１８年

１２月）、日本による韓国に対する輸出規制強化（２０１９年７月）など複数の事例を挙げ

ることが可能だが、問題の本質は具体事例ではない。「戦後最悪」とされるのは、両国の外

交関係の基本となっている、いわば「土台」の部分に亀裂が入っているためだ。土台とは、

両国が１９６５年に国交正常化を成立させたときの基盤である日韓基本条約のことだ。亀

裂とは日韓基本条約で規定した国家同士の約束事が、韓国側の国内司法によって棄損され

たことにある。戦争や植民地支配などの負の遺産を持つ国同士が関係を正常化させるには、

当事国同士が過去を清算する正常化交渉を行い、さまざまな取り決めで合意し再スタート

を切る。日本と韓国は１９５１年以来、１４年にわたる正常化交渉を行って基本条約を結ん

だ。また基本条約とともに双方の過去の利害を調整する具体的措置を明記した日韓請求権

協定も締結した。 

 

２０１８年１０月、韓国の大法院（最高裁判所）は、１９６５年の日韓請求権協定で解決し

ていた「徴用工問題」に関し、協定を否定する決定的な判決を出した。それは韓国国内で日

本企業を訴えていた元徴用工賠償訴訟で、日本企業に賠償を命じる判決であった。国家間で

すでに解決済みの問題を、国内司法の判断で一方的に協定の決定事項を覆したのだった。日

本政府は韓国政府に対し、「判決は国際法に反する」と抗議、政府同士の協議を申し入れた



が、このときの韓国・文在寅政権は「政府は３権分立で司法には介入しない」との立場を表

明、協議に応じなかった。現在の日韓関係悪化はここからスタートした。 

 

【韓国政治の特異性】 

①２０世紀はじめまで中央集権の専制王朝であった朝鮮半島は封建体制を経験していない

ため中央集権的な志向が強い。有史以来、外勢（中国）からの侵略が絶えなかったことも権

力の集中体制が続いた遠因と考えられている。中央に向けた政治力学は、過度な忠誠心や政

治腐敗を招いた。こうした歴史が朝鮮半島の民族性に反映している。 

 

②朝鮮王朝（李氏朝鮮）には近代国家の政治制度がなかった（前近代）。その後、朝鮮半島

は１９世紀末、列強からの開国要請に対応できず党派争いの末、日清、日露戦争を経て日本

に併合された。近代法、土地制度、税制、行政組織、近代工業などの終戦（日本の敗戦）で

解放され、１９４５～４８年の米軍事占領後に独立、大韓民国の建国となった。 

 

 

【日韓政治システム】 

日本は議院内閣制で国民が衆参両院議員を選び、与党党首が首班指名で総理大臣（首相）と

なる１元代表制で、政権交代があっても政治的に安定している。（安定型） 

これに対して現在の韓国大統領制度（１９８７年の民主化以後）は国民が大統領を直接選挙

で選び、議会は別途、総選挙で選ぶ２元代表制で、大統領は５年一期制、再選はない。大統

領は自らの与党を創設することが多いが日本の政党政治のような安定性はなく、大統領交

代により政治は大きく変化する。特に保革が交代した場合は、行政組織も局⾧クラス以上の

交代することが多い。大統領府人事は大統領の政治任用となる。（激変型） 

 

【朝鮮半島のイデオロギー内戦という背景】 

韓国は冷戦が生み出した国家分裂を宿命として背負った。 

それは朝鮮戦争で同族が血を流した歴史に象徴されるイデオロギー内戦である。 

朝鮮戦争は休戦協定で中断したが、イデオロギー内戦は１９４５年の分断以来、現在もなお

続いており韓国社会を分裂させてきた。このイデオロギー内戦とは保守陣営の親米反北と

進歩陣営の親北反米の対立を指すが、日本の自民ＶＳ野党勢力、米国の共和党ＶＳ民主党と

いった党派による思想対立にとどまらない。韓国の進歩・革新勢力のコアの勢力は現在も赤

化統一を志向する北朝鮮（共産勢力）に浸食されているからである。分断と同時に始まった

北朝鮮の対南工作は、思想浸透のため、オルグによる地下党の形成、テロによる体制転覆の

試み、離散家族を利用したシンパの獲得、支援による人材確保などさまざまな手段を使い、

労働運動、教育、文化、映画、書籍、アート、環境運動、学生運動、女性運動、ＮＧＯなど

市民運動まで、あらゆる分野で韓国社会を侵食している。 



【その主な事件】 

 

１９４５年～     済州島事件（１９４８年４月３日）      南朝鮮労働党 

麗水・順川事件（１９４８年１０月１９日）  南朝鮮労働党 

１９５０～５３年   朝鮮戦争 

１９６０年代     人民革命党事件（１９６４年、１９７５年）  地下党 

           統一革命党事件（１９６８年）        地下党 

           青瓦台襲撃事件（１９６８年）        暗殺指令 

１９７０年代     文世光事件（１９７４年８月１５日）     朝鮮総連 暗殺指

令 

１９８０年代     光州事件（１９８０年５月１８日）      民主化闘争 

           ラングーン事件（１９８３年１０月９日）   暗殺テロ 

           大韓航空爆破事件（１９８７年１１月２８日） 爆破テロ 

１９９０年代    （民主化時代） 

２０００年～     一心会事件（２００６年）民主労働党     内乱企図 

           哨戒艦天安爆破事件（２０１０年３月２６日） 

           延坪島砲撃事件（２０１０年１１月２３日） 

２０１０年代     統合進歩党の李石基議員を逮捕 

（２０１３年１２月）         内乱陰謀罪      

           憲法裁判所、統合進歩党に解散命令 

               （２０１４年１２月） 

 

【尹錫悦政権の実力】 

スタートから４カ月の韓国保守政権、尹錫悦政権が今後の任期中にどのような成果をもた

らし、日韓関係を変化させられるかはまだ、未知数である。しかし、尹政権が過去の歴代政

権と明らかに異なる点がある。それは日韓関係を「「不幸な歴史」の２国間関係という視点

ではなく、日韓関係を日米韓の重要なパートナーを位置づけている国際的な視点だ。日本の

安全保障研究者の一人は尹政権の誕生を「ギリギリで間に合ったのは幸い」と述べた。つま

り、東アジアは中国習近平体制のさらなる膨張、中台の緊張、ロシアのウクライナ侵攻によ

るアジアへの影響、北朝鮮の核ミサイル戦略と米朝緊張～など極めて厳しい時代を迎えて

いる。「日韓」が歴史で停滞している時間的余裕はない。「文前政権のような韓国が続くよう

であったなら韓国は３流国に成り下がっただろう」「尹政権の誕生で何とか間に合った」と

いうのである。強硬な左派勢力を国内に抱えた尹政権の前途は多難である。だが、対米、対

北、対日、対中戦略について日韓は「共有できる土台」を認識し始めているようだ。問題は

尹政権の政治力だが、これは一重に韓国の国内政治の動向にかかっているといえる。 

 


